
資料：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）資料をもとに作成

○ 平成28年3月30日に「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」（議長：内閣総理大臣）におい
て、新たな観光ビジョン「明日の日本を支える観光ビジョン」を策定。訪日外国人旅行者数の目標を、
2020年に4,000万人、2030年に6,000万人とした。

2020年
訪日外国人旅行者数 4,000万人
訪日外国人旅行消費額 8兆円（3.8兆円）

2030年
訪日外国人旅行者数 6,000万人
訪日外国人旅行消費額 15兆円（7.2兆円）

2017年
訪日外国人旅行者数 2,８６９万人

旅行消費額 約４兆４千億円

宿泊及び飲食消費額 約２.１兆円

資料：平成29年 訪日外国人消費動向調査（観光庁）

増加するインバウンド需要を取り込むことが重要

･･･旅行消費額の48％

※（ ）は宿泊及び飲食消費額（推計）
平成29年の宿泊及び飲食消費額割合(48%）を乗じて算出

農業総産出額9.2兆円（28年）の23％相当
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３－２ インバウンドの状況・政府目標
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訪日外国人アンケート
今回したこと・次回したいこと

○ 訪日外国人旅行者のアンケート調査では、今回「自然体験ツアー・農漁村体験」を実施した人が
6.7％に留まる一方、次回体験したいと答えた人は15.6％に上る。

○ 今後、これら農山漁村地域への高い潜在旅行ニーズに応えていく必要。

平成29年 訪日外国人消費動向調査（観光庁）をもとに作成

自然・景勝地観光の際、農山漁村地域に滞在し農
山漁村体験に取り込むよう、魅力的なコンテンツ
提供及び情報発信が必要

現在でも、農山漁村に対する期待は高く、これら
のニーズに的確に応える必要

今回の旅行で、「自然・景勝地観光」を行った
人は65.5％に上るが、「自然体験ツアー・農漁
村体験」に参加した人は6.7％に留まる

一方で、次回「自然体験ツアー・農漁村体験」
に参加したい人は15.6％存在

３－３ 農山漁村地域への潜在的旅行需要
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○ 国内外の観光客を農山漁村に呼び込んで活性化を図って行くには、観光客のニーズを把握し、それ
をビジネスとして実施する必要。

○ そのためには、①外部の目線による観光コンテンツの磨きあげや、②裾野が広い農泊の取組を行う
ための、地域が一丸となった推進が必要。

従来は 今後は

地 域 の
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「生きがいづくり」
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観光客のニーズに応じて、ビジネス
として観光資源を磨くには、外部の
目線が必要不可欠

裾野が広い農泊を実施するには、
地域が一丸となって取り組むこと
が必要
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農 泊

観光客の目線に立ったニーズの把握 裾野が広い農泊の取組

地元目線ではなく、
観光客の目線が必要

多様な関係者がプレーヤーとして
参加することが望ましい

交 通 業 旅 行 業
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３－４ 農泊の現状及び支援のねらい
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○築１５０年の伝統的古民家を拠点に、農産物の抹茶をはじめとした日本文化体験などの滞在型観光の構築。

○ラクビーワールドカップ２０１９の開催を契機に海外への情報発信を進め、インバウンド需要の取り込みを図る。

（参考） とよたグリーンツーリズム推進協議会による農泊の取組事例 〔愛知県豊田市〕
と よ た

【実施体制】
愛知県豊田市

【採 択 年 度】
平成29年度

【事業実施期間】
平成29～30年度

【農泊拠点施設の概要】

【特徴的な取組】

○ 築１５０年の伝統的古民家の魅力を生かした農泊拠点（宿泊
施設、農家レストラン等）

○ 抹茶生産農家と連携した日本文化体験コンテンツの構築
○ 世界的著名シェフの招聘（メニュー開発、アドバイス等）
○ 海外向けプロモーション、メディア等への広報活動

（株）里の館

（株）とよた
山里ホール
ディングス

（一社）
ツーリズ
ムとよた

豊田市
茶業
組合

豊田市

とよたグリーンツーリズム
推進協議会
（事業実施主体）

・プロジェクト
マネージャー

体験観光施設
の管理

観光マーケ
ティング・プ
ロモーション

茶の生
産、農業
体験の受
入

関係行政機関・
地域との調整

（株）パソナ
地方創生事業

拠点施設（宿泊、
飲食等）の運営・
インバウンド戦略

抹茶挽き体験へのアドバイス茶摘み体験へのアドバイス

取組地域の風景

・事務局

○ 伝統的な古民家を農泊推進拠点として改修整備。
〇宿泊・飲食施設として運営。改修した屋根裏は体験スペースと
して活用。

農泊拠点の古民家 非日常を体験できる宿泊客室

施設内には農家レストラン 古民家屋根裏の再生
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４．「農」と福祉との連携の取組み
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【出典】「農と福祉の連携についての調査研究報告」
（平成26年3月特定非営利活動法人日本セルプセンター）
※ 施設職員への聞き取り

○ 障害者就労施設において農業活動に取り組んだ結果、「精神の
状況がよくなった・改善した」と回答した施設は５７．３％であった。
また、「身体の状況がよくなった・改善した」と回答した施設は
４５．０％であった。

○ 障害者にとって農業活動に従事することは、身体面や精神面に
プラスとなり、一般就労に向けた訓練にもつながるものと考えられ
る。

（症状）

○ 農業活動による障害者本人への効果を見ると、「就労訓練」
が４７．７％と最も多く、次に「地域住民と交流ができるように
なった」が３８．４％、「コミュニケーション向上」が３２．６％と
なっている。

○ 農業活動が就労訓練だけでなく、地域住民とのつながりや
対人関係の改善などへの効果も見てとれる。
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【出典】「農と福祉の連携についての調査研究報告」
（平成26年3月特定非営利活動法人日本セルプセンター）

○ 農業は、自然の中において、身体的な活動を伴って営まれるものであり、適切な営農活動は、健康の維持・増進
につながるものと考えられる。
○ 農業を行うことで、障害者に身体面や健康面でのプラスの効果があるという調査結果もある。

４－１ 農業の福祉的効果
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・農業労働力の確保
※毎年、新規就農者の2倍
の農業従事者が減少

・耕作放棄地の解消 等
※20年間で、愛媛県と同程
度の面積の農地が減少

・障害者の就労先の確保
※障害者788万人のうち雇
用施策対象となるのは
324万人、うち雇用（就労）
しているのは85万人

・工賃の引き上げ 等

・農業労働力の確保
・農地の維持・拡大
・耕作放棄地の防止
・地域コミュニティの維持 等

・障害者の雇用の場の確保
・賃金（工賃）向上
・生きがい、・リハビリ
・一般就労のための訓練 等

【福祉（障害者）のメリット】【農業・農村のメリット】

「農」と福祉の連携（＝農福連携）

１ 農業生産における障害者の活用の拡大

・ 障害者の雇用・就労の拡大を

通じた農業生産の拡大。

２ 農産物等の付加価値の向上

・ 障害の特性に応じた、分業体制

や、丁寧な作業等の特長を活か

した農産物等のブランド化等。

３ 都市と農村の交流の促進

・ 地域農産物の販売の拡大等に

よる都市と農村の交流促進等。

【農業・農村の課題】 【福祉（障害者）の課題】

・ 東京オリンピック・パラリンピックへの食材提供等を
チャンスと捉え、障害者が携わって生産する農畜産物
の付加価値の向上を図る。

○ 障がいのある人たちの農業分野での活躍を通じて、自信や生きがいを創出し、社会参画を促す取組。
農林水産省では、「農業・農村における課題」、「福祉（障害者）における課題」、双方の課題解決と利益（メリッ
ト）があるWin-Winの取組である農福連携を推進。

目指す方向

障害者が持てる能力を発揮し、それぞれの特性を活かした農業生産活動に参画

耕作放棄地の解消 新たな就労の場の確保

４－２ 農福連携の取組方針と目指す方向
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○ 農福連携の取り組みの形態（障害者が農業に携わる形）には、「農業者による障害者の雇用」以外にも、
いくつかの形があります。

①農 ⇒福 農業者が障害者を雇用

②福 ⇒農 就労支援事業所が農業に参入

③農 ⇔福 福祉事業所による農作業請負（施設外就労）

利点：特別支援学校の職場実習、福祉事業所の農業体験等の受け入れを契機に雇用に結び付く事例あり。
障がい者がスタッフに加わることで、職場の雰囲気が良好になる、組織力が上がるなどのメリット
もうたわれている。

課題：１年を通じて仕事を切り出す必要があり、また、福祉的支援も必要。

利点：仕事の熱心さ、生産物の品質の良さが認められ、地元の理解が進み、
農地が集積するなど、地域農業を支える担い手として成長する事例も
多い。

課題：農地の確保、農業の技術習得が不可欠。

農から見た利点：作業量に応じて依頼可能（１年中切り出す必要はない）
福祉事業所の支援員が同行し、障害者への指導は支援員が
担う。

福から見た利点：農地がなくても、農業に関わることが可能。
農業者から福祉事業所の支援員に技術（作業方法）を指導。

課題：第三者等によるマッチングが必要

地域の農業者からの技術指導

栽培研修を受ける障害者の皆さん

４－３ 農福連携の取組の形態
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